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特定非営利活動法人・産業防災研究所　理事長　加藤直三

1． 研究会の目的
　2011年3月11日の東日本大震災では、大規模な津波によって工業地帯の油貯蔵施設から大量の油が流出し、火災津波を拡大し、気仙沼市街地は全焼しました。今後，南海トラフ大地震とそれに伴う津波の発生が予測され，東京湾，伊勢湾，大阪湾では大規模工業地帯への災害とそれに伴う油類の流出が懸念されています。特にその後に発生する危険性が高い津波火災は、その被害を増大させます。このような大規模な地震・津波による大規模工業地帯への災害とそれに伴う油類の流出のリスク評価を行い、その減災対策を取ることは緊急の課題であるといえましょう。
　この研究会は，特定非営利活動法人・産業防災研究所の中の組織として設置し、多方面の研究者・技術者等と連携して、大規模な地震・津波による、現時点では免れない油類流出被害のリスク解析とそれを軽減する具体的な新技術の検討をソフトとハードの両面から行うことを目的とします。発災メカニズム、震災規模と、油類流出および汚染・火災の発生シナリオ、被災マップの作成、これらへの対策技術の検討・提案とその効果予測を扱います。

2． 活動内容
　東日本大震災等に学ぶ地震・津波による油類流出メカニズムの分析（油類タンクの破壊・漂流、パイプライン破壊、船舶の漂流と衝突など）、火災発生メカニズムの分析、背後域への影響（油類の漂流、火災発生と延焼）の評価、船舶の避航挙動解析、各種対策技術（各種施設・構造物の破壊防止、漂流油類の防除、火災発生と延焼の防止、船舶の衝突回避など）について、ワーキング　グループを作り、検討を行います。

３．当面の活動目標
    “油分散剤”の自動散布システムの検討
　南海トラフ大地震とそれに伴う津波の発生によって、石油コンビナートの石油タンクからの油流出を想定した場合に、流出油は広範囲に市街地や沿岸に拡散し、そこに津波火災が発生すると甚大な被害になることが想定されます。この減災法の一つとして、津波来襲時に自動的に“油分散剤”が散布される装置を石油タンクのまわりに配置して、漏油の際に油類に“油分散剤”が混交するようにし、海面の油類の燃焼リスクを軽減することで、津波火災による被害を低減することを検討します。この“油分散剤”の効果は，油を加水分解し，微細化して分散させ、一つの油の粒子（“油分散剤”が表面を覆う）の浮力と重力の比を小さくすることにより，海面上に浮上するのを阻止し、発火に至らせないもしくは火災規模を小さくするところにある。
検討事項として、
a) 南海トラフ大地震とそれに伴う津波の発生によって起きる石油コンビナートの石油タンクからの流出油の拡散範囲の特定
b) ガレキと流出油を伴う津波火災の関係の調査
c) 流出油を伴う津波火災の港湾への影響
d) 流出油を伴う津波火災の市街地への影響
e) 流出油を伴う津波火災が発生した場合の損害額の算定
f) 各種“油分散剤”の開発
g) 各種“油分散剤”による火災被害低減効果の基礎実験
h) “油分散剤”の自動散布システムの設計
i) “油分散剤”を散布した状態での流出油拡散のシミュレーション技術の開発
j) “油分散剤”を散布した状態での流出油の火災のシミュレーション技術の開発
k) “油分散剤”を散布した状態での流出油を伴う津波火災の減災効果の検討
l) 流出油の回収技術の検討
m) その他

３．研究会メンバー(案)
・大阪大学石油コンビナート防災研究イニシアティブ
　　青木　伸一　教授、加藤　直三　　名誉教授、鈴木　博善　  准教授、
石丸　裕　特任教授、向山　和孝　  助教、高木　洋平　  助教　
・京都大学防災研究所
　　Prof. Ana Maria Cruz
・国立研究開発法人　海上・港湾・航空技術研究所　港湾空港技術研究所
   　　 藤田　勇　新技術研究開発領域長、高川　智博　津波高潮研究グループ長、
千田　優　　津波高潮研究グループ　研究官

・国立研究開発法人　海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所
　　城田　英之　海洋環境評価系 環境影響評価研究グループ グループ長
　　
（オブザーバー）
・大阪府政策企画部危機管理室
南　隆雄　消防保安課保安グループ課長補佐　
・国土交通省近畿地方整備局
　　平井　洋次　港湾空港部港湾空港企画官　
・大阪府港湾局　中田　憲正　次長、田中　課長補佐
・大阪市港湾局　計画整備部 海務課（防災企画）奥村　仁　担当係長　他1名
・堺市消防局　予防部危険物保安課　木塚　暁喜　課長補佐、
宮下　裕司　主査（コンビナート担当）　　
　　・海上災害防止センター　西日本支所　

４．研究会事務局
特定非営利活動法人産業防災研究所
 
５．研究会の運営
　　1)研究会メンバーについて、必要に応じて、追加を行います。
　　2)研究会の検討内容を非公開にするかどうか、研究会メンバーの中で議論をした上で、決めます。
　　3)オブザーバーは、会議で意見を述べることはできますが、議決権はありません。また会議の議事録の参加者リストに、オブザーバー参加者として名前を掲載するかどうか、研究会の中で議論して決めます。
[bookmark: _GoBack]4)研究会の会議は、3の当面の研究目標に対して、3年間を目標に、1回/2か月の程度の間隔で開催し、最後に報告書を作成します。また1年毎に、中間報告書を作成します。2の活動内容については、最初に3年間の研究成果を見て、計画を策定します。
5)研究会は、早い時期に、研究資金を得る試みを行います。
6)研究会の運営事項について、必要に応じて、追加・訂正をします。
　　
７．提案者
　　1) 大阪大学石油コンビナート防災研究イニシアティブ
　　青木　伸一　　教授　　　　地球総合工学専攻（代表者）　
加藤　直三　　名誉教授　　大阪大学
常田　賢一　　教授　　  　地球総合工学専攻
長谷川  和彦　教授　　  　地球総合工学専攻
荒木　進歩　  准教授　　　地球総合工学専攻
鈴木　博善　  准教授　　　地球総合工学専攻
牧野　秀成　  共同研究員　地球総合工学専攻
千賀　英敬　  助教 　　　 地球総合工学専攻
石丸　裕　    特任教授　　ビジネスエンジニアリング専攻
向山　和孝　  助教　　　  ビジネスエンジニアリング専攻
高木　洋平　  助教　　　  基礎工学研究科 物質創成専攻
古莊　雅生　　教授　　 　 神戸大学海事科学研究科　　　　
橋本　博公　  准教授　　  神戸大学海事科学研究科　　　　
2) 特定非営利活動法人産業防災研究所
加藤　直三　理事長（大阪大学　名誉教授）
青木　伸一　理事　（大阪大学大学院工学研究科　教授）
吉江　宗生　理事　（国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所経営戦略室参事）
　　鈴木　博善　理事　（大阪大学大学院工学研究科　准教授）

